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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第２四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年６月30日

自 2020年１月１日
至 2020年12月31日

売上高 (千円) 1,112,897 1,800,960

経常利益 (千円) 177,471 100,598

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純利益

(千円) 120,013 62,861

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 121,714 59,782

純資産額 (千円) 317,790 196,076

総資産額 (千円) 1,364,150 1,276,416

１株当たり四半期純利益又は１株当たり
当期純利益

(円) 102.58 53.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 23.3 15.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 66,220 189,574

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 13,989 △29,000

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △38,409 348,293

現金及び現金同等物の四半期末残高又は
現金及び現金同等物の当期末残高

(千円) 834,953 791,453

　

回次
第10期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 44.15

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、2021年８月18日開催の取締役会決議により、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を行っております。これに伴い第９期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半

期純利益を算出しております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、各種施策の効果もあり徐々に持ち直しの動きが見られたもの

の、新型コロナウイルス感染症再拡大の兆しが顕著になる等、先行きは不透明な状況が続いております。一方、情

報サービス産業におきましては、一部の企業でIT投資を縮小・延期する動きが見られるものの、ビジネスモデルの

変革や新規ビジネスを創出するためにデジタル技術を活用するデジタルトランスフォーメーションの流れが引き続

き力強いものとなっており、企業のIT投資は全体として底堅く推移しました。

このような環境の中、当社はお客様のデジタルトランスフォーメーションを支援するデジタルインテグレーター

として、お客様のデジタルトランスフォーメーションを共に考えるコンサルティングから、必要なデジタル技術を

駆使したシステムの設計、開発、運用までの一貫したソリューションを具体的に提案することに引き続き努めまし

た。緊急事態宣言の再発出により社会経済活動が再び制限されるなどの影響が一部見られたものの、底堅いIT活用

やデジタル化需要を背景に、安定して事業を継続・拡大することができました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は1,112,897千円、営業利益は173,950

千円、経常利益は177,471千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は120,013千円となりました。また当第２四半

期連結会計期間末における財政状態については、売掛金の増加75,785千円等により総資産は1,364,150千円、負債は

長期借入金の減少59,047千円等により1,046,360千円、純資産は親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等による

利益剰余金の増加120,013千円等により317,790千円となりました。

なお、当社グループはデジタルトランスフォーメーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記

載を省略しております。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

43,500千円増加し、834,953千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、66,220千円の収入となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益

177,471千円があった一方で、売上債権の増加75,785千円、法人税等の支払額19,727千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、13,989千円の収入となりました。これは主に、敷金の返還による収入

35,757千円があった一方で、有形固定資産の取得による支出12,874千円、資産除去債務の履行による支出7,215千円

があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、38,409千円の支出となりました。これは主に、長期借入金の返済による

支出57,646千円があった一方で、短期借入れによる収入20,000千円があったことによるものであります。
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(3) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等について重要な変更はありません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,102千円であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,680,000

計 4,680,000

（注）2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行っております。これにより発行可能株式総数は4,620,000株増加し、4,680,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,700 1,170,000 非上場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。また、１単元の株式数
は100株であります。

計 11,700 1,170,000 ― ―

（注）１．2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行済株式総数は1,158,300株増加し、1,170,000株となっておりま

す。

２．2021年８月26日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年４月１日～
2021年６月30日

― 11,700 ― 135,000 ― 85,000

(注) 2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行い、発行済株式総数は1,158,300株増加し、1,170,000株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2021年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

桃井 純 東京都新宿区 5,283 45.15

JHDアセットマネジメント株式会
社

東京都港区港南2-5-3 4,000 34.19

スターティアホールディングス株
式会社

東京都新宿区西新宿2-3-1 2,300 19.66

西日本電信電話株式会社 大阪府大阪市中央区馬場町3-15 117 1.00

計 ― 11,700 100.0

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,700
11,700

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。また、１単元
の株式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 11,700 ― ―

総株主の議決権 ― 11,700 ―

（注）2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行うとともに、2021年８月26日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用して

おります。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通株式1,170,000株、議

決権の数は11,700個、発行済株式総数の株式数1,170,000株、総株主の議決権の数は11,700個となっておりま

す。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)及び第２四半期連結累計

期間(2021年１月１日から2021年６月30日まで))に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによ

る四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 791,453 834,953

受取手形及び売掛金 273,277 349,062

仕掛品 15,675 9,488

原材料 1,221 1,264

その他 16,347 15,066

流動資産合計 1,097,974 1,209,836

固定資産

有形固定資産 88,031 91,287

無形固定資産 9,417 9,756

投資その他の資産 80,993 53,269

固定資産合計 178,441 154,313

資産合計 1,276,416 1,364,150
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 43,764 29,125

短期借入金 ※ － ※ 20,000

１年内返済予定の長期借入金 103,924 105,325

未払金 92,620 109,912

未払法人税等 23,834 64,096

賞与引当金 35,243 38,575

受注損失引当金 1,746 1,278

その他 165,564 122,486

流動負債合計 466,696 490,800

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 570,279 511,232

退職給付に係る負債 4,170 4,801

その他 9,193 9,526

固定負債合計 613,643 555,559

負債合計 1,080,340 1,046,360

純資産の部

株主資本

資本金 135,000 135,000

資本剰余金 87,004 87,004

利益剰余金 △23,157 96,856

株主資本合計 198,847 318,861

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △2,771 △1,071

その他の包括利益累計額合計 △2,771 △1,071

純資産合計 196,076 317,790

負債純資産合計 1,276,416 1,364,150
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

売上高 1,112,897

売上原価 598,798

売上総利益 514,098

販売費及び一般管理費 ※ 340,148

営業利益 173,950

営業外収益

受取利息 477

助成金収入 2,541

為替差益 661

立退補償金 2,360

その他 802

営業外収益合計 6,842

営業外費用

支払利息 3,322

営業外費用合計 3,322

経常利益 177,471

税金等調整前四半期純利益 177,471

法人税、住民税及び事業税 58,717

法人税等調整額 △1,260

法人税等合計 57,457

四半期純利益 120,013

非支配株主に帰属する四半期純利益 ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 120,013
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

四半期純利益 120,013

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,700

その他の包括利益合計 1,700

四半期包括利益 121,714

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 121,714

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 177,471

減価償却費 15,367

受取利息及び受取配当金 △479

支払利息 3,322

売上債権の増減額(△は増加) △75,785

たな卸資産の増減額(△は増加) 6,186

その他の資産の増減額(△は増加) 1,651

仕入債務の増減額(△は減少) △14,638

未払金の増減額(△は減少) 14,458

未払費用の増減額(△は減少) △12,567

未払消費税の増減額(△は減少) △14,080

退職給付に係る負債の増減額(△は減少) 630

その他の負債の増減額(△は減少) △11,197

その他 △1,548

小計 88,790

利息及び配当金の受取額 479

利息の支払額 △3,322

法人税等の支払額 △19,727

営業活動によるキャッシュ・フロー 66,220

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12,874

無形固定資産の取得による支出 △1,678

資産除去債務の履行による支出 △7,215

敷金の返還による収入 35,757

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,989
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(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 20,000

長期借入金の返済による支出 △57,646

リース債務の返済による支出 △763

財務活動によるキャッシュ・フロー △38,409

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,700

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 43,500

現金及び現金同等物の期首残高 791,453

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 834,953
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【注記事項】

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や企業活動に広範囲の影響を与えておりますが、今後の広がり

方や収束時期等を正確に予測することは困難な状態にあります。

当社グループでは、現時点で入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が今後も一

定期間継続するものの、当社グループの事業活動へ与える影響は軽微であると仮定して、会計上の見積りを行っ

ております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確実性が大きく、将来において当

社グループの経営成績及び財政状態に及ぼす可能性があります。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

当座貸越極度額 20,000千円 20,000千円

借入実行残高 ― 〃 20,000 〃

差引額 20,000千円 ―千円

(四半期連結損益計算書関係)

　※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日)
至 2021年６月30日)

給料及び手当 152,015千円

賞与引当金繰入額 17,446 〃

退職給付費用 197 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日)
至 2021年６月30日)

現金及び預金 834,953千円

現金及び現金同等物 834,953千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、デジタルトランスフォーメーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

１株当たり四半期純利益 102円58銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 120,013

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　(千円)

120,013

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,170,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2021年８月18日開催の取締役会決議により、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の

割合で株式分割を行っております。これに伴い当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。
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(重要な後発事象)

当社は、2021年８月18日開催の取締役会決議により、2021年８月26日付で株式分割を行っております。また、

2021年８月26日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。

　１ 株式分割及び単元株制度の採用の目的

　 当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を100

株とする単元株制度を採用しております。

　２ 株式分割の概要

① 分割の方法

　 2021年８月26日を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１

株につき100株の割合をもって分割しております。

　 ②分割により増加する株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 11,700株

　 今回の株式分割により増加する株式数 1,158,300株

　 株式分割後の発行済株式総数 1,170,000株

　 株式分割後の発行可能株式総数 4,680,000株

　 ③分割の日程

　 基準日 2021年８月26日

　 効力発生日 2021年８月26日

　 ④１株当たり情報に及ぼす影響

　 「１株当たり情報」は当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出しており、これによる影響について

は、当該箇所に記載しております。

３ 単元株制度の概要

　 単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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